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（看護）小規模多機能型居宅介護 居宅サービス計画の作成について 

 

 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成十八年厚生労働省令

第三十四号）第７４条における小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護の「居宅サ

ービス計画の作成」については、指定居宅介護支援等基準第１３条各号に掲げる具体的取り扱い方

針に沿って行うものと定められています。 

出典：指定基準 

第７４条 

指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は、介護支援専門員に、登録者の居宅サービス

計画の作成に関する業務を担当させるものとする。 

２ 介護支援専門員は、前項に規定する居宅サービス計画の作成に当たっては、指定居宅介護

支援等基準第１３条各号に掲げる具体的取組方針に沿って行うものとする。 

 

令和５年９月１９日に開催した居宅介護支援事業所集団指導にて、上記内容を説明しましたので、

その際の資料を用いて説明をします。 

 なお、令和６年度報酬改定により、１３条における下記部分は改正となるためご留意ください。 

出典：指定基準 

第１３条 （指定居宅介護支援の具体的取扱方針） 

(14) 介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を受け

たときその他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の心身

又は生活の状況に係る情報のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て主治の医師

等又は薬剤師に提供するものとする。 

(15) 介護支援専門員は、第１３号に規定する実施状況の把握（以下「モニタリング」と

いう。）に当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継

続的に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるところにより行わなければな

らない。 

ア 少なくとも１月に１回、利用者に面接すること。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこと。ただし、次

のいずれにも該当する場合であって、少なくとも２月に１回、利用者の居宅を訪問し、

利用者に面接するときは、利用者の居宅を訪問しない月においては、テレビ電話装置

等を活用して、利用者に面接することができるものとする。 

(ｱ) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用者の同意を

得ていること。 

(ｲ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、担当者その

他の関係者の合意を得ていること。 

(a) 利用者の心身の状況が安定していること。 

(b) 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。 

(c) 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握できない

情報について、担当者から提供を受けること。 

ウ 少なくとも１月に１回、モニタリングの結果を記録すること。 

 

令和６年３月１５日 

高齢福祉課給付担当 
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給付管理業務と指定基準の関係について 

【指定基準】で定める大まかな流れは下記のとおり。 

 

 

 

 

④サービス担当者会議による調整 
 

 

 

 

 

 

 

 

①居宅介護支援利用申込の受付 

  契約と説明 

②課題分析（アセスメント） 

③居宅サービス計画原案作成と 

支給限度額確認・利用者負担計算 

⑤利用者への説明と 

同意の確認 

利用者の同意 

確認 

⑥サービス利用票 

サービス提供票作成 

⑦計画対象期間中の実施状況把

握（モニタリング）と連絡調整 

⑧給付管理票の作成と提出 

④ 対面でサービス担当者 

会議による調整 
・情報と意見共有 

・サービス調整 

国民健康保険団体連合会に提出 

地域のサービス情報の提供と 

利用者によるサービス選択 

サービス利用票 

仮作成 

居宅サービス計画の見直し 

P13参照 

担当者の都合がつかない等やむを

得ない理由がある場合 等 

同意が得られない場合 

サービス利用票 

サービス利用票 控 

サービス提供票 

同意 

利用者に交付 

居宅介護支援事業所が保管 

サービス事業所へ送付 

給付管理票 

★モニタリング等の結果 

計画の見直しが必要な場合は 

②から一連の流れを行う 

担当者を招集 

日程調整 

④ 照会等でサービス担当 

者会議による調整 
・情報と意見共有 

・サービス調整 

R5.9.19 集団指導資料 

（参考） 
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 ② 課題分析（アセスメント）  

利用者が自立した日常生活を営むことができるように、現に抱えている問題点を明らかに

し、解決すべき課題を把握（≒アセスメント）しなければなりません。 

課題分析は、介護支援専門員の個人的な考え方や手法のみによって行われてはならず、利

用者の課題を客観的に抽出するための手法として合理的なものと認められる適切な方法を

用いることとされています。 

※「介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示において」（平11.11.12老企第

29号）にて通知。 令和５年10月16日（老認発1016第１号）一部改正あり。介護保険最新

情報Vol.1178参照。 

アセスメントにおいて必須となる２３項目を提示。その居宅において生活することを想定し

た課題分析が重要であり、居宅を訪問して面接を行わなければなりません。（入院中であるな

ど物理的な理由がある場合を除く） 

また、利用者や家族との間の信頼関係、協力関係の構築が重要であり、面接技法等の研鑽

に努めることについて解釈内で記載されています。 

 

 

 

③ 居宅サービス計画原案作成と支給限度額確認・利用者負担計算  

利用者の希望及び利用者についてのアセスメントの結果に基づき、利用者の家族の希望及

び当該地域における指定居宅サービス等が提供される体制を勘案して、当該アセスメントに

より把握された解決すべき課題に対応するための最も適切なサービスの組合せについて検討

することが義務づけられています。 

さらに、提供されるサービスの目標とは、利用者がサービスを受けつつ到達しようとする目

標を指すものであり、サービス提供事業者側の個別のサービス行為を意味するものではない

ことに留意する必要があります。 

ここで作成される書類は、下記の通りです。 

 

出典：指定基準 

第 13条 

六 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、適切な方法により、利用者

について、その有する能力、既に提供を受けている指定居宅サービス等のその置かれて

いる環境等の評価を通じて利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自立した

日常生活を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を把握しなければな

らない。 

 

七 介護支援専門員は、前号に規定する解決すべき課題の把握（以下「アセスメント」とい

う。）に当たっては、利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接して行わなけれ

ばならない。この場合において、介護支援専門員は、面接の趣旨を利用者及びその家族

に対して十分に説明し、理解を得なければならない。 
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・第１表 居宅サービス計画書(1) 

・第２表 居宅サービス計画書(２) 

・第３表 週間サービス計画表 

・第６表 サービス利用票 

・第７表 サービス利用票別表 

 

なお、各居宅サービス・地域密着型サービスの指定基準においては、「居宅サービス計画が

作成されている場合、当該計画の内容に沿った居宅サービス・地域密着型サービスを提供し

なければならない」とされる規定があります。 

アセスメントを基に、個別サービス計画との連動制や整合性がとれるようにサービス担当者

との協議及びその記録を残すことが必要で、そのために訪問介護計画等の計画の提出を求め

るものとなっています。 

 

 

 

【継続的かつ計画的な指定居宅サービス等の利用、総合的な居宅サービス計画の作成】 

利用者の心身又は家族の状態等に応じて、継続的な支援等観点に立ち、計画的に指定居宅

サービス等の提供が行われることが必要です。支給限度額の枠があることのみをもって、特

定の時期に偏って継続が困難な、また必要性に乏しい居宅サービスの利用を助長することが

あってはなりません。 

 

出典：指定基準 

第 13条 

八 介護支援専門員は、利用者の希望及び利用者についてのアセスメントの結果に基づ

き、利用者の家族の希望及び当該地域における指定居宅サービス等が提供される体制

を勘案して、当該アセスメントにより把握された解決すべき課題に対応するための最も

適切なサービスの組合せについて検討し、利用者及びその家族の生活に対する意向、総

合的な援助の方針、生活全般の解決すべき課題、提供されるサービスの目標及び利用料

並びにサービスを提供する上での留意事項等を記載した居宅サービス計画の原案を作

成しなければならない。 

 

十二 介護支援専門員は、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等に対

して、訪問介護計画(指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準(平

成 11 年厚生省令第 37 号。以下「指定居宅サービス等基準」という。)第 24 条第 1 項

に規定する訪問介護計画をいう。)等指定居宅サービス等基準において位置付けられて

いる計画の提出を求めるものとする。 

出典：指定基準 

第 13条 

三 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、利用者の自立した日常生
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介護給付等対象サービス以外のサービス等とは、例えとして下記ア～オがあげられています。 

ア 市町村保健師等が居宅を訪問して行う指導等の保健サービス 

イ 老人介護支援センターにおける相談援助及び市町村が一般施策として行う配食サー  

ビス 

ウ 寝具乾燥サービスや当該地域の住民による見守り、配食、会食などの自発的な活動によ

るサービス等 

エ こうしたサービスと併せて提供される精神科訪問看護等の医療サービス 

オ はり師・きゅう師による施術、保健師・看護師・柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師によ

る機能訓練など 

また、総合的かつ効率的に提供する観点等から、介護給付等対象サービス以外での環境調

整や生活様式の変更等の視点も必要となります。 

 

 

【介護保険施設への紹介その他の便宜の提供】 

適切な居宅介護支援を行った場合においても、利用者がその居宅において日常生活を営む

ことが困難となったと認められる場合や、介護保健施設への入院又は入所を希望する場合に

は、介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行うことが定められています。その内容に

は、介護保険施設はそれぞれ医療機能等が異なることを鑑み、主治医の意見を参考にする、

主治医の意見を求める等といった内容も含まれています。 

 

出典：指定基準 

第 13条 

十七 適切な保健医療サービス及ぶ福祉サービスが総合的かつ効率的に提供された場合

においても、利用者がその居宅において日常生活を営むことが困難となったと認める場

合又は利用者が介護保険施設への入院又は入所を希望する場合には、介護保険施設へ

の紹介その他の便宜の提供を行うものとする。 

 

 

 

活の支援を効果的に行うため、利用者の心身又は家族の状況等に応じ、継続的かつ計画

的に指定居宅サービス等の利用が行われるようにしなければならない。 

 

四 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、利用者の日常生活全般を

支援する観点から、介護給付等対象サービス（法第２４条第２項に規定する介護給付等対

象サービスをいう。）以外の保健医療サービス又は福祉サービス、当該地域の住民による

自発的な活動によるサービス等の利用も含めて居宅サービス計画上に位置付けるよう

努めなければならない。 
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 ④サービス担当者会議  

効果的かつ実現可能な質の高い居宅サービス計画とするため、各サービスが共通の目標を

達成するために具体的なサービスの内容として何ができるかなどについて、利用者の情報を

担当者間で共有するとともに、専門的な知見から意見を求め調整を図り、記録に残すことが

必要です。 

 

サービス担当者会議における招集範囲 

●利用者およびその家族（参加を基本としつつ ※１） 

●居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者（必須） 

※1 家庭内暴力等で利用者や家族等が参加することが望ましくない場合、利用者及びその家

族の参加を必要としないこともあることに留意してください。 

 

サービス担当者会議は担当者を招集して行う会議の開催を基本としていますが、以下に該

当する場合は、担当者に対する照会等により意見を求めることができるとされています。 

(1) 利用者(末期の悪性腫瘍の患者に限る。)の心身の状況等により、主治の医師等の意見を

勘案して必要と認める場合 ※2 

(2) その他のやむを得ない理由がある場合 

① 開催の日程調整を行ったが、サービス担当者の事由により、サービス担当者会議への  

参加が得られなかった場合 

② 居宅サービス計画の変更であって、利用者の状態に大きな変化が見られない等にお   

ける軽微な変更の場合等 

いずれの場合においても、担当者に意見照会を行った場合は、照会した内容と意見の内容、

日時の記録が必要です。また、得られた意見の内容は、居宅サービス計画に位置付けられた担

当間で共有を図ることが必要となります。 

出典：指定基準 

第 13条 

九 介護支援専門員は、サービス担当者会議(介護支援専門員が居宅サービス計画の作成

のために、利用者及びその家族の参加を基本としつつ、居宅サービス計画の原案に位置

付けた指定居宅サービス等の担当者(以下この条において「担当者」という。)を招集して

行う会議(テレビ電話装置その他の情報通信機器(以下「テレビ電話装置等」という。)を

活用して行うことができるものとする。ただし、利用者又はその家族(以下この号におい

て「利用者等」という。)が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当

該利用者等の同意を得なければならない。)をいう。以下同じ。)の開催により、利用者の

状況等に関する情報を担当者と共有するとともに、当該居宅サービス計画の原案の内容

について、担当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。 

ただし、利用者(末期の悪性腫瘍の患者に限る。)の心身の状況等により、主治の医師

又は歯科医師(以下この条において「主治の医師等」という。)の意見を勘案して必要と認

める場合その他のやむを得ない理由がある場合については、担当者に対する照会等に

より意見を求めることができるものとする。 
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なお、軽微な変更については、『老介発 0331 第１号・老高発 0331 第２号・老認発 0331

第３号・老老発0331第２号，居宅介護支援等に係る書類・事務手続きや業務負担等の取り扱

いについて，令和３年３月３１日』、及び、『居宅介護支援等に係る書類・事務手続きや業務負担

等の取扱いについて2022年7月 19日 ケアマネ勉強会資料』をご参考ください。 

 

 

【居宅サービス計画の変更の必要性についてサービス担当者会議等による専門的意

見の聴取】 

介護給付は、居宅サービス計画に基づいて提供された居宅サービス・地域密着型サービス

が対象となります。利用者の更新申請時や区分変更申請時等の認定が確定していない状態に

おいてもアセスメントに基づいた居宅サービス計画及び個別サービス計画が必要です。（以下、

「暫定ケアプラン」とする） 

暫定ケアプラン作成時は、「基本となる給付管理業務の流れとしてのサービス担当者会議」

と「更新・変更認定の結果を受けてのサービス担当者会議」の最低でも２回開催しなければい

けません。ただし、やむを得ない理由がある場合は、担当者への照会等により意見をも求める

ことができます。 

【やむを得ない場合の想定】 

（1） 開催の日程調整を行ったが、サービス担当者の事由により、サービス担当者会議への

参加ができない場合 

(2) 居宅サービス計画の変更から間もない場合で利用者の状態に大きな変化が見られな

い場合                                               等 

 

※2 利用者(末期の悪性腫瘍の患者に限る。)の心身の状況等により、主治の医師等の

意見を勘案して必要と認める場合について 

出典：「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について」（平

30.3.22改正 老高発０３２２第２号・老振発第０３２２第１号・老老発０３２２第３号） 

末期の悪性腫瘍の利用者について必要と認められる場合とは、主治の医師等が日常

生活上の障害が１ヶ月以内に出現すると判断した時点以降において、主治の医師等の助

言を得た上で、介護支援専門員がサービス担当者に対する照会等により意見を求めるこ

とが必要と判断した場合を想定している。 

なお、ここでいう「主治の医師等」とは、利用者の最新の心身の状態、受診中の医療機

関、投薬内容等を一元的に把握している医師であり、要介護認定の申請のために主治医

意見書を記載した医師に限定されないことから、利用者又はその家族等に確認する方法

等により、適切に対応すること。また、サービス種類や利用回数の変更等を利用者に変

化が生じるたびに迅速に行っていくことが求められるため、日常生活上の障害が出現す

る前に、今後利用が必要と見込まれる指定居宅介護サービス等の担当者を含めた関係

者を招集した上で、予測される状態変化と支援の方向性について関係者間で共有して

おくことが望ましい。 
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【福祉用具貸与及び特定福祉用具販売の居宅サービス計画への反映】 

福祉用具貸与及び特定福祉用具販売について、福祉用具の特性と利用者の心身の状況等

を踏まえて、利用の必要性を十分に検討せずに選定した場合、利用者の自立支援は大きく阻

害されるおそれがあることから、福祉用具導入の検討の過程を別途記録する必要があります。 

このため、居宅サービス計画に福祉用具貸与及び特定福祉用具販売を位置付けた場合には、

サービス担当者会議で担当者の専門的意見をもらい、あらためて導入の検討をし、会議の記

録に残すようにしてください。 

なお、福祉用具貸与については、計画作成後も必要に応じて随時サービス担当者会議を開

催して、福祉用具貸与を継続して行う必要性について専門的意見を聴取するとともに検証し、

利用の必要性がある場合には、その理由を再び居宅サービス計画に記載しなければいけませ

ん。 

 

 

また、以下に該当する同一種目の福祉用具を複数利用する場合には適切なケアマネジメン

トによりその必要性を明らかにする必要性があるため、松本市では以前より、介護給付適正化

の観点から同一種目の福祉用具を貸与する場合には、貸与の必要性についてご相談いただ

出典：指定基準 

第 13条 

十五 介護支援専門員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者会議の開催により、

居宅サービス計画の変更の必要性について、担当者から、専門的な見地からの意見を求

めるものとする。ただし、やむを得ない理由がある場合については、担当者に対する照

会等により意見を求めることができるものとする。 

 イ 要介護認定を受けている利用者が、法第２８条第２項に規定する要介護更新認定を受

けた場合 

 ロ 要介護認定を受けている利用者が法第２９条第１項に規定する要介護状態区分の変

更の認定を受けた場合 

出典：指定基準 

第 13条 

二十二 介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付ける場合にあって

は、その利用の妥当性を検討し、当該計画に福祉用具貸与が必要な理由を記載するとと

もに、必要に応じて随時サービス担当者会議を開催し、継続して福祉用具貸与を受ける

必要性について検証をした上で、継続して福祉用具貸与を受ける必要がある場合にはそ

の理由を居宅サービス計画に記載しなければならない。 

 

二十三 介護支援専門員は、居宅サービス計画に特定福祉用具販売を位置付ける場合にあ

っては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に特定福祉用具販売が必要な理由を記載

しなければならない。 
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いています。ご理解ご協力お願いいたします。 

対象となる福祉用具 

①自動排泄処理装置   ②車いす   ③特殊寝台   ④床ずれ防止用具 

⑤体位変換器   ⑥移動用リフト   ⑦歩行器   ⑧歩行補助杖 

⑨認知症老人徘徊感知器 

 

 

【軽度者に係る福祉用具貸与について】 

軽度者（要支援１、要支援２、要介護１ ※1）は、その状態像から見て使用が想定しにくい以

下の対象外品目は、原則として算定できません。 

対象外品目 

①車いす  ②車いす付属品  ③特殊寝台  ④特殊寝台付属品  ⑤床ずれ防止用具 

⑥体位変換機  ⑦認知症老人徘徊感知器  ⑧移動用リフト（つり具部分を除く。） 

⑨自動排泄処理装置（※1自動排泄処理装置（尿のみを自動的に吸引する機能のものを 

除く。）については、要支援１から要介護３の者に対しては、原則算定できない。） 

ただし、利用者告示第三十一号のイで定める状態像に該当する者（下記及び P1８ Table 

2 判断表、P17 Table 3 調査票を参照）については、利用が想定される対象外品目につい

て指定福祉用具貸与費の算定が可能となります。 

また、（2）（3）に貸与することを判断する場合は、事前に申請書の提出を求めています。 

 

(1) 「要介護認定等基準時間の推計方法」（平成１２年厚生労働省告示第９１号）別表第一の調

査票のうち直近の結果を用いて、その要否を判断する。 

 

(2) アの（二）「日常生活範囲における移動の支援が特に必要と認められる者」及びオの（三）

「生活環境において段差の解消が必要と認められる者」」については、主治医の意見及び

福祉用具専門相談員のほか軽度者の状態像について適切な助言が可能な者が参加する

サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより指定居宅介護支援事業者

が判断する。 

 

(3) 次のｉ）からⅲ)までのいずれかに該当する旨が医師の医学的な所見に基づき判断され、

かつ、サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより福祉用具貸与が特に

必要である旨が判断されている場合にあっては、これらについて、市町村が書面等確実

な方法により確認することにより、その要否を判断することができる。 

 

ⅰ） 疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯によって、頻繁

に利用者等告示第三十一号のイに該当する者 

（例 パーキンソン病の治療薬によるＯＮ・ＯＦＦ現象） 

 

ⅱ） 疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに利用者等告示第三十
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一号のイに該当することが確実に見込まれる者 

（例 がん末期の急速な状態悪化） 

 

ⅲ） 疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回避等医学的判

断から利用者等告示第三十一号のイに該当すると判断できる者 

（例 ぜんそく発作等による呼吸不全、心疾患による心不全、嚥下障害による誤嚥性肺炎の

回避） 

 

注 括弧内の状態は、あくまでもｉ)～ⅲ)の状態の者に該当する可能性のあるものを例示し

たにすぎない。また、逆に括弧内の状態以外の者であっても、ｉ)～ⅲ)の状態であ 

ると判断される場合もありうる。 

 

軽度者に係る指定（介護予防）福祉用具貸与について（松本市HP） 

https://www.city.matsumoto.nagano.jp/soshiki/63/1809.html 

https://www.city.matsumoto.nagano.jp/soshiki/63/1809.html
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判断表 

Table 2 

対象外種目 厚生労働大臣が定める者のイ 
厚生労働大臣が定める者のイに 

該当する基本調査の結果 

ア・車いす及び車い

す付属品 

次のいずれかに該当する者 

① 日常的に歩行が困難な者 

 

② 日常生活範囲における移動の支援が特に必要

と認められる者 

 

基本調査 1-7：歩行 

｢3.できない｣ 

－（該当基本調査結果なし） 

イ・特殊寝台及び特

殊寝台付属品 

次のいずれかに該当する者 

① 日常的に起き上がりが困難な者 

 

② 日常的に寝返りが困難な者 

 

 

基本調査 1-4：起き上がり 

｢3.できない｣ 

基本調査 1-3：寝返り 

｢3.できない｣ 

ウ・床ずれ防止用具

及び体位変換器 

日常的に寝返りが困難な者 基本調査 1-3：寝返り 

｢3.できない｣ 

エ・認知症老人徘徊

感知機器 

次のいずれにも該当する者 

① 意思の伝達、介護者への反応、記憶・理解のい

ずれかに支障がある者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 移動において全介助を必要としないもの 

 

基本調査3-1：意思の伝達 

｢1.調査対象者が意思を他者に伝

達できる｣以外 

又は 

基本調査3-2～3-7：記憶・理解の

いずれか 

｢2.できない｣ 

又は 

基本調査 3-8～4-15：問題行動

のいずれか 

｢1.ない｣以外 

その他、主治医意見書において、認

知症の症状がある旨が記載されて

いる場合も含む。 

 

基本調査2-2：移動 

｢4.全介助｣以外 

オ・移動用リフト（つ

り具の部分を除く） 

次のいずれかに該当する者 

① 日常的に立ち上がりが困難な者 

 

② 移乗が一部介助又は全介助を必要とする者 

 

③ 生活環境において段差の解消が必要と認めら

れる者 

 

基本調査 1-8：立ち上がり 

｢3.できない｣ 

基本調査2-1：移乗 

｢3.一部介助｣又は｢4.全介助｣ 

－（該当基本調査結果なし） 

カ・自動排泄処理

装置（尿のみを自

動的に吸引する機

能のものを除く） 

次のいずれにも該当する者 

① 排便が全介助を必要とする者 

 

② 移乗が全介助を必要とする者 

 

基本調査2-6：排便 

「4.全介助」 

基本調査2-1：移乗 

「4.全介助」 

※軽度者が対象外品目を貸与するために必要な医師の所見等とは、ｉ）からⅲ)までのいずれかに該当す

ることがわかる記録である。これを踏まえて、サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントに

より「厚生労働大臣が定める者のイ」に該当することを証明する必要性がある。医師から必要な意見は、

「○○（福祉用具）が必要」という意見ではなく、必要と判断する根拠（ｉ）からⅲ)までのいずれか）である。 
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Table 3 

調査票 

 
 

例） 

介護１で「床ずれ防止用具」を希望する場合、 

「日常的に寝返りが困難な者」に該当し、かつ、

適切なケアマネジメントを実施すれば貸与し福

祉用具貸与費の算定が可能 

 

ステップ⑴ 調査項目で該当するか確認 

「3 寝返り」が「できない」とはなっていない。こ

の時点では、「日常的に寝返りが困難な者」に該

当しない。 

 

ステップ⑵ 医学的な所見に基づき判断 

P１７ ｉ）からⅲ)までのいずれかに該当する旨が

医師の医学的な所見に基づき判断されている。 

 

ステップ⑶ 福祉用具が必要な旨が判断 

サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネ

ジメントにより必要性が協議・共有さている。 

 

ステップ⑷ 松本市に確認 

申請書など各種必要書類を提出し、松本市が適

切なアセスメントに基づいてケアプランに位置付

けられていることを確認。 

 

➡「日常的に寝返りが困難な者」に該当し、かつ、

適切なケアマネジメントを実施しているため、

「床ずれ防止用具」を貸与し、福祉用具貸与費の

算定が可能 
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また、福祉用具貸与については、以下の項目について留意してください。 

 

※「その内容が確認できる文章」とは、調査票の写しではありません。 

調査票の写しをそのまま渡すことは、個人情報の流出となります。ご遠慮ください。 

 

そのため、送付に当たっては、下記のとおり行ってください。 

軽度者への福祉用具貸与 申請の手引き（松本市HPより抜粋）  

https://www.city.matsumoto.nagano.jp/uploaded/attachment/5352.p

df 

注２ 指定福祉用具貸与事業者は、例外給付を算定する場合には、認定調査票について必

要な部分の内容が確認できる文書を入手し、サービス記録と併せて保存しなければなり

ません。サービス担当者会議にて、利用者の同意を得たうえで、認定調査を実施した日

及び該当となる基本調査の結果を関係者間で共有するとともに、介護支援専門員は、

サービス担当者会議録（又は要点）にその内容を記載し、指定福祉用具貸与事業所へ送

出典：「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について」  

介護支援専門員は、要介護１の利用者（以下、「軽度者」という。）の居宅サービス計画に

指定福祉用具貸与を位置づける場合には、「厚生労働大臣が定める基準に適合する利用

者等」（平成２７年厚生労働省告示第９４号）第３１号のイで定める状態像の者であることを

確認するため、当該利用者の「要介護認定等基準時間の推計の方法」（平成１２年厚生労働

省告示第９１号）別表第１の調査票について必要な部分（実施日、調査対象者等の時点の確

認及び本人確認ができる部分並びに基本調査の回答で当該経度者の状態像かの確認が

必要な部分）の写し（以下、「調査票の写し」という。）を市町村から入手しなければならな

い。 

 ただし、当該軽度者がこれらの結果を介護支援専門員へ提示することに、あらかじめ同

意していない場合については、当該軽度者の調査票の写しを本人に情報開示させ、それを

入手しなければならない。 

介護支援専門員は、当該軽度者の調査票の写しを指定福祉用具貸与事業者へ提示する

ことに同意を得たうえで、市町村より入手した調査票の写しについて、その内容が確認で

きる文章を指定福祉用具貸与業者へ送付しなければならない。 

介護支援専門員は、当該軽度者が「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関す

る基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居

宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につい

て」（平成１２年老企第３６号）の第二の９⑵①ウの判断方法による場合については、福祉用

具の必要性を判断するため、利用者の状態像が、同ⅰ）からⅲ）までのいずれかに該当す

る旨について、主治医意見書による方法のほか、医師の診断書又は医師から所見を聴取

する方法により当該医師の所見及び医師の名前を居宅サービス計画に記載しなければな

らない。この場合において、介護支援専門員は、指定福祉用具貸与業者より、当該軽度者

に係る医師の所見及び医師の名前について確認があったときには、利用者の同意を得

て、適切にその内容について情報提供しなければならない。 
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付してください。 

  

記入例（車いす、特殊寝台を貸与する場合） 

調査日：令和○年○月○日 

該当の認定調査項目：１－７歩行「できない」 

１－３寝返り「できる」 

１－４起き上がり「つかまれば可」 

 

 

 ⑤利用者への説明と同意の確認  

サービス担当者会議等の内容を反映させた居宅サービス計画原案について、利用者又は

その家族に対して内容を説明し、文書で利用者の同意を得なければなりません。また、同意

を得た居宅サービス計画書については、利用者とサービス担当者それぞれへ交付しなけれ

ばならないとされています。 

居宅サービス計画は、利用者又はその家族から同意を得られて実行されるため、サービス

提供が開始される日以前に同意を得ている必要性があります。 

 

 

 ⑥サービス利用票サービス提供票作成  

毎月サービス提供開始前までにサービス利用票を作成し、利用者又はその家族へ次月の

サービス提供の予定や利用料について説明を行い、同意を得て利用票を交付します。 

事業所控えに同意を得た上で、サービス担当者にサービス提供票を交付し、円滑なサービ

ス提供ができるよう調整が必要となります。 

 

 

 ⑦ 計画対象期間中の実施状況把握と連絡調整  

居宅サービス計画の作成後も、継続的なアセスメントや居宅サービス計画の実施状況の把

握を行い、必要に応じて居宅サービス計画の変更、指定居宅サービス事業者等との連絡調整

その他の便宜の提供を行うことが求められています。これらの過程をモニタリングといいま

す。 

出典：指定基準 

第 13条 

十 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等につ

いて、保険給付の対象となるかどうかを区分した上で、当該居宅サービス計画の原案の

内容について利用者又はその家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得なけ

ればならない。 

 

十一 介護支援専門員は、居宅サービス計画を作成した際には、当該居宅サービス計画を

利用者及び担当者に交付しなければならない。 
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モニタリングにあたっては、次に定めることを行わなければなりません。 

（1） 少なくとも１月に１回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること 

（2） 少なくとも１月に１回、モニタリングの結果を記録すること 

よって、利用者の居宅を訪問することのみをもっては、モニタリングとは判断しません。 

ただし、「特段の事情」に該当する場合には、少なくとも月に１回の居宅を訪問して、利用者

に面接ができなかったとしても、要件を満たしていると判断する場合があります。 

なお、新型コロナウイルス感染症に伴う臨時的な取扱い（新型コロナウイルス感染予防に伴

出典：指定基準 

第 13条 

十三 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後、居宅サービス計画の実施状況の把

握（利用者についての継続的なアセスメントを含む。）を行い、必要に応じて居宅サービ

ス計画の変更、指定居宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行うも

のとする。 

 

十三の二 介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を

受けたときその他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、口腔くう機能その他の利用

者の心身又は生活の状況に係る情報のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て

主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に提供するものとする。 

 

十四 介護支援専門員は、第 13 号に規定する実施状況の把握（以下「モニタリング」とい

う。）に当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業所等との連絡を継続的

に行うこととし、特段の事情のない限り、次に定めるところにより行わなければならな

い。 

イ 少なくとも１月に１回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること 

ロ 少なくとも１月に１回、モニタリングの結果を記録すること。 

解釈通知第２の３（8）⑭ 

 介護支援専門員は、モニタリングに当たっては、居宅サービス計画の作成後において

も、利用者及びその家族、主治の医師、指定居宅介護サービス事業者等との連絡を継続

的に行うこととし、当該指定居宅サービス事業者等の担当者との連携により、モニタリン

グが行われている場合においても、特段の事情のない限り、少なくとも 1 月に 1 回は利

用者の居宅で面接を行い、かつ、少なくとも 1 月に 1 回はモニタリングの結果を記録す

ることが必要である。 

 また、「特段の事情」とは、利用者の事情により、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接

することができない場合を主として指すものであり、介護支援専門員に起因する事情は

含まれない。さらに、当該特段の事情がある場合については、その具体的な内容を記録

しておくことが必要である。 

なお、基準２９条第２項の規定に基づき、モニタリングの結果の記録は、2 年間保存し

なければならない。 
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う居宅介護・介護予防支援の対応について（通知）松福高第 155 号 令和３年６月９日）につ

いては、令和５年５月７日をもって取り扱いを終了していますので、ご注意ください。 

 https://www.city.matsumoto.nagano.jp/soshiki/63/1799.html 

 

 

・医療保険と介護保険の関係 
  介護保険と医療保険で同じ内容のサービスがある場合には、原則として介護保険給付

が優先し、医療保険からの給付は行われません。 

出典：高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号） 

（他の法令による医療に関する給付との調整） 

第五十七条 療養の給付又は入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養

費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費若しくは移送費の支給は、被保険者の当該

疾病又は負傷につき、労働者災害補償保険法（昭和二十二年法律第五十号）の規定に

よる療養補償給付若しくは療養給付、国家公務員災害補償法（昭和二十六年法律第

百九十一号。他の法律において準用する場合を含む。）の規定による療養補償、地方

公務員災害補償法（昭和四十二年法律第百二十一号）若しくは同法に基づく条例の規

定による療養補償その他政令で定める法令に基づく医療に関する給付を受けること

ができる場合、介護保険法の規定によつて、それぞれの給付に相当する給付を受ける

ことができる場合又はこれらの法令以外の法令により国若しくは地方公共団体の負

担において医療に関する給付が行われた場合には、行わない。 

 

ただし、サービスの内容および利用者の疾患等によって、医療保険の対象となる場合があ

ります。 

【参考】医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互

に関連する事項等について 

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00tc4924&dataType=1&p

ageNo=1 

 

介護支援専門員だけでは判断が難しい場合がありますので、必ず該当サービス事業所と

連絡調整を行い、確認をするようにしてください。 

 

例）訪問看護において医療保険の対象となる場合 

厚生労働大臣が定める疾患等に該当し、かつ、医師からの指示書に記載がある場合は、介

護保険ではなく医療保険の対象となります。 

【厚生労働大臣が定める疾患等】 

末期の悪性腫瘍、多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋萎縮性側索硬化症、脊髄小

脳変性症、ハンチントン病、進行性筋ジストロフィー症、パーキンソン病関連疾患(進行性

核上性麻痺,大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病（ホーエン・ヤールの重症度分類

がステージ 3 以上であって、生活機能障害度がⅡ度又はⅢ度のものに限る)）、多系統

https://www.city.matsumoto.nagano.jp/soshiki/63/1799.html
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00tc4924&dataType=1&pageNo=1
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00tc4924&dataType=1&pageNo=1
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萎縮症(線条体黒質変性症,オリーブ矯小脳萎縮症及びシャイ・ドレーガー症候群)、プリ

オン病、亜急性硬化性全脳炎、ライソゾーム病、副腎白質ジストロフィー、脊髄性筋萎縮

症、球脊髄性筋萎縮症、慢性炎症性脱髄性多発神経炎、後天性免疫不全症候群、頸髄損

傷、人工呼吸器を使用している状態 

 

 

最後に 

 居宅介護支援事業所の運営は、介護保険法とそれに伴う指定基準を定めた条例に基づい

て行われます。適切な居宅介護支援事業所の運営のため、各基準について事業所内でご確

認をお願いするとともに、不明な点等がありましたら高齢福祉課給付担当までお問い合わせ

ください。 

 

 

出典 

介護報酬の解釈２ 指定基準編 第１１版 社会保険研究所 令和３年６月３０日 

P833-837,840-841,843-855，863,867 

介護報酬の解釈３ QA・法令編 第４版 社会保険研究所 令和３年６月３０日 

Ｐ910-940 

介護保険最新情報「居宅介護支援事業所単位で抽出するケアプラン検証等について（周

知）」Vol.1009 令和３年９月２２日 厚生労働省老健局 

https://www.mhlw.go.jp/content/000835001.pdf 

軽度者への福祉用具貸与 申請の手引き 

https://www.city.matsumoto.nagano.jp/uploaded/attachment/5352.p

df 

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号） 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/shakaihosho/iryouseido01/pdf/hoken

83b.pdf 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/000835001.pdf
https://www.city.matsumoto.nagano.jp/uploaded/attachment/5352.pdf
https://www.city.matsumoto.nagano.jp/uploaded/attachment/5352.pdf
https://www.mhlw.go.jp/bunya/shakaihosho/iryouseido01/pdf/hoken83b.pdf
https://www.mhlw.go.jp/bunya/shakaihosho/iryouseido01/pdf/hoken83b.pdf


１.（１）③ 他のサービス事業所との連携によるモニタリング

概要

○ 人材の有効活用及び指定居宅サービス事業者等との連携促進によるケアマネジメントの質の向上の観点から、以
下の要件を設けた上で、テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用したモニタリングを可能とする見直しを行う。
【省令改正】
ア 利用者の同意を得ること。
イ サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治医、担当者その他の関係者の合意を得ていること。

ⅰ 利用者の状態が安定していること。
ⅱ 利用者がテレビ電話装置等を介して意思疎通ができること（家族のサポートがある場合も含む）。
ⅲ テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは収集できない情報について、他のサービス事業者との連携に

より情報を収集すること。
ウ 少なくとも２月に１回（介護予防支援の場合は６月に１回）は利用者の居宅を訪問すること。

【居宅介護支援、介護予防支援】

利用者の同意
サービス担当者会議等
での合意

• 利用者の状態が安定している
• 利用者がテレビ電話装置等を

介して意思疎通ができる
• 他のサービス事業者との連携

により情報を収集する
サービス事業者と
連携して情報収集

テレビ電話装置等
を活用した面談

オンラインでの
モニタリングが可能

7



指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準
（平成１１年厚生省令第３８号）

改正前 改正後

第１３条（指定居宅介護支援の具体的取扱方針）

(14) 介護支援専門員は、第１３号に規定する実施

状況の把握（以下「モニタリング」という。）に

当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サー

ビス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、

特段の事情のない限り、次に定めるところにより

行わなければならない。

ア 少なくとも１月に１回、利用者の居宅を訪問し、

利用者に面接すること。

〔新設〕

イ 少なくとも１月に１回、モニタリングの結果を

記録すること。

第１３条（指定居宅介護支援の具体的取扱方針）

(14) 介護支援専門員は、第１３号に規定する実施

状況の把握（以下「モニタリング」という。）に

当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サー

ビス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、

特段の事情のない限り、次に定めるところにより

行わなければならない。

ア 少なくとも１月に１回、利用者に面接すること。

〔新設〕部分は次ページ記載

ウ 少なくとも１月に１回、モニタリングの結果を

記録すること。



指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準
（平成１１年厚生省令第３８号）

改正前 改正後

〔新設〕 〔新設〕部分

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによっ

て行うこと。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、

少なくとも２月に１回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接

するときは、利用者の居宅を訪問しない月においては、テレビ

電話装置等を活用して、利用者に面接することができるものと

する。

(ｱ) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、

文書により利用者の同意を得ていること。

(ｲ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項につい

て主治の医師、担当者その他の関係者の合意を得ているこ

と。

a 利用者の心身の状況が安定していること。

b 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うこ

とができること。

c 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタ

リングでは把握できない情報について、担当者から提供

を受けること。



改正（案）

モニタリングの実施（第 14 号）

介護支援専門員は、モニタリングに当たっては、居宅サービス計画の作成後においても、利用者及びそ

の家族、主治の医師、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、当該指定居宅サー

ビス事業者等の担当者との連携により、モニタリングが行われている場合においても、特段の事情のな

い限り、少なくとも１月に１回は利用者と面接を行い、かつ、少なくとも１月に１回はモニタリングの

結果を記録することが必要である。また、面接は、原則、利用者の居宅を訪問することにより行うこと

とする。

ただし、基準第 13 条第 14 号ロ⑴及び⑵の要件を満たしている場合であって、少なくとも２月に１

回利用者の居宅を訪問し、面接するときは、利用者の居宅を訪問しない月においては、テレビ電話装置

等を活用して面接を行うことができる。なお、テレビ電話装置等を活用して面接を行う場合においても、

利用者の状況に変化が認められた場合等においては、居宅を訪問することによる面接に切り替えること

が適当である。また、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医

療・介護関係事業者における個人情報の 適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報シ

ステムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。

テレビ電話装置等を活用して面接を行うに当たっては、以下のイからホに掲げる事項について留意する

必要がある。

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について
解釈通知（案） （平成１１年７月２９日老企第２２号）



改正（案）

イ 文書により利用者の同意を得る必要があり、その際には、利用者に対し、テレビ電話装置等による面

接のメリット及びデメリットを含め、具体的な実施方法（居宅への訪問は２月に１回であること等）を

懇切丁寧に説明することが重要である。なお、利用者の認知機能が低下している場合など、同意を得る

ことが困難と考えられる利用者については、後述のロの要件の観点からも、テレビ電話装置等を活用し

た面接の対象者として想定されない。

ロ 利用者の心身の状況が安定していることを確認するに当たっては、主治の医師等による医学的な観点

からの意見や、以下に例示する事項等も踏まえて、サービス担当者会議等において総合的に判断するこ

とが必要である。

•介護者の状況の変化が無いこと。

•住環境に変化が無いこと（住宅改修による手すり設置やトイレ の改修等を含む）

•サービス（保険外サービスも含む）の利用状況に変更が無いこと

ハ テレビ電話装置等を活用して面接を行うに当たっては、利用者がテレビ電話装置等を介して、利用者

の居宅において対面で面接を行う場合と同程度の応対ができる必要がある。なお、テレビ電話装置等の

操作については、必ずしも利用者自身で行う必要はなく、家族等の介助者が操作を行うことは差し支え

ない。

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について
解釈通知（案） （平成１１年７月２９日老企第２２号）



改正（案）

ニ テレビ電話装置等を活用して面接を行う場合、画面越しでは確認できない利用者の健康状態や住環境

等の情報については、サービス事業所の担当者からの情報提供により補完する必要がある。この点につ

いて、サービス事業所の担当者の同意を得るとともに、サービス事業所の担当者の過度な負担とならな

いよう、情報収集を依頼する項目や情報量については留意が必要である。なお、サービス事業所の担当

者に情報収集を依頼するに当たっては、別途通知する「情報連 携シート」を参考にされたい。

ホ 主治の医師、担当者その他の関係者の合意を得る方法としては、サービス担当者会議のほか、利用者

の通院や訪問診療への立会時における主治の医師への意見照会や、サービス事業所の担当者との日頃の

連絡調整の際の意見照会も想定されるが、いずれの場合においても、合意に至るまでの過程を記録して

おくことが必要である。

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について
解釈通知（案） （平成１１年７月２９日老企第２２号）
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令和 5 年 10 月 16 日 

厚 生 労 働 省 老 健 局 

認知症施策・地域介護推進課 
 

貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

各都道府県介護保険担当課（室） 
各市町村介護保険担当課（室） 
各 介 護 保 険 関 係 団 体  御 中 

← 厚生労働省 認知症施策・地域介護推進課 

 

今回の内容 

「介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示

について」の一部改正について 

計 5 枚（本紙を除く） 

連絡先  TEL : 03-5253-1111(内線 3936) 

FAX : 03-3503-7894 

 



 

（別添） 

○介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示について（平成 11 年 11 月 12 日老企第 29 号）（抄） 

 

新 旧 
（別紙４）課題分析標準項目について 
（別添） 

課題分析標準項目 
 
基本情報に関する項目 
No. 標準項目名 項目の主な内容(例） 

1 
基本情報（受付、
利用者等基本情
報） 

居宅サービス計画作成についての利用者受付情
報（受付日時、受付対応者、受付方法等）、利
用者の基本情報（氏名、性別、生年月日、住
所、電話番号等の連絡先）、利用者以外の家族
等の基本情報、居宅サービス計画作成の状況
（初回、初回以外）について記載する項目 

2 
これまでの生活と
現在の状況 

利用者の現在の生活状況、これまでの生活歴等
について記載する項目 

3 
利用者の社会保障
制度の利用情報 

利用者の被保険者情報（介護保険、医療保険
等）、年金の受給状況（年金種別等）、生活保
護受給の有無、障害者手帳の有無、その他の社
会保障制度等の利用状況について記載する項目 

4 
現在利用している
支援や社会資源の
状況 

利用者が現在利用している社会資源（介護保険
サービス・医療保険サービス・障害福祉サービ
ス、自治体が提供する公的サービス、フォーマ
ルサービス以外の生活支援サービスを含む）の
状況について記載する項目 

5 
日常生活自立度
（障害） 

「障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり
度）」について、現在の要介護認定を受けた際
の判定（判定結果、判定を確認した書類（認定
調査票、主治医意見書）、認定年月日）、介護
支援専門員からみた現在の自立度について記載
する項目 

（別紙４）課題分析標準項目について 
（別添） 

課題分析標準項目 
 
基本情報に関する項目 
No. 標準項目名 項目の主な内容(例） 

1 
基本情報（受付、
利用者等基本情
報） 

居宅サービス計画作成についての利用者受付情
報（受付日時、受付対応者、受付方法等）、利
用者の基本情報（氏名、性別、生年月日、住
所、電話番号等の連絡先）、利用者以外の家族
等の基本情報について記載する項目 
  

2 生活状況 
利用者の現在の生活状況、生活歴等について記
載する項目 

3 
利用者の被保険者
情報 

利用者の被保険者情報（介護保険、医療保険、
生活保護、身体障害者手帳の有無等）について
記載する項目 
  

4 
現在利用している
サービスの状況 

介護保険給付の内外を問わず、利用者が現在受
けているサービスの状況について記載する項目 
 
 
  

5 
障害老人の日常生
活自立度 

障害老人の日常生活自立度について記載する項
目 
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6 
日常生活自立度
（認知症） 

「認知症高齢者の日常生活自立度」について、
現在の要介護認定を受けた際の判定（判定結
果、判定を確認した書類（認定調査票、主治医
意見書）、認定年月日）、介護支援専門員から
みた現在の自立度について記載する項目 

7 主訴・意向 
利用者の主訴や意向について記載する項目 
家族等の主訴や意向について記載する項目 

8 認定情報 
利用者の認定結果（要介護状態区分、審査会の
意見、区分支給限度額等）について記載する項
目 

9 
今回のアセスメン
トの理由 

今回のアセスメントの実施に至った理由（初
回、要介護認定の更新、区分変更、サービスの
変更、退院・退所、入所、転居、そのほか生活
状況の変化、居宅介護支援事業所の変更等）に
ついて記載する項目 

 

課題分析（アセスメント）に関する項目 
No. 標準項目名 項目の主な内容(例） 

10 健康状態 

利用者の健康状態及び心身の状況（身長、体
重、BMI、血圧、既往歴、主傷病、症状、痛みの
有無、褥そうの有無等）、受診に関する状況
（かかりつけ医・かかりつけ歯科医の有無、そ
の他の受診先、受診頻度、受診方法、受診時の
同行者の有無等）、服薬に関する状況（かかり
つけ薬局・かかりつけ薬剤師の有無、処方薬の
有無、服薬している薬の種類、服薬の実施状況
等）、自身の健康に対する理解や意識の状況に
ついて記載する項目 

11 ADL 

ADL（寝返り、起きあがり、座位保持、立位保
持、立ち上がり、移乗、移動方法（杖や車椅子
の利用有無等を含む）、歩行、階段昇降、食
事、整容、更衣、入浴、トイレ動作等）に関す
る項目 

12 IADL 
IADL（調理、掃除、洗濯、買物、服薬管理、金
銭管理、電話、交通機関の利用、車の運転等）
に関する項目 

6 
認知症である老人
の日常生活自立度 

認知症である老人の日常生活自立度について記
載する項目 
 
 
  

7 主訴 
利用者及びその家族の主訴や要望について記載
する項目 

8 認定情報 
利用者の認定結果（要介護状態区分、審査会の
意見、支給限度額等）について記載する項目 
  

9 
課題分析（アセス
メント）理由 

当該課題分析（アセスメント）の理由（初回、
定期、退院退所時等）について記載する項目 
 
 
  

 

課題分析（アセスメント）に関する項目 
No. 標準項目名 項目の主な内容(例） 

10 健康状態 

利用者の健康状態（既往歴、主傷病、症状、痛
み等）について記載する項目 
 
 
 
 
 
 
 
  

11 ADL 

ADL（寝返り、起きあがり、移乗、歩行、着衣、
入浴、排泄等）に関する項目 
 
 
  

12 IADL 
IADL（調理、掃除、買物、金銭管理、服薬状況
等）に関する項目 
  



 

3 
 

13 
認知機能や判断能
力 

日常の意思決定を行うための認知機能の程度、
判断能力の状況、認知症と診断されている場合
の中核症状及び行動・心理症状の状況（症状が
見られる頻度や状況、背景になりうる要因等）
に関する項目 

14 
コミュニケーショ
ンにおける理解と
表出の状況 

コミュニケーションの理解の状況、コミュニケ
ーションの表出の状況（視覚、聴覚等の能力、
言語・非言語における意思疎通）、コミュニケ
ーション機器・方法等（対面以外のコミュニケ
ーションツール（電話、PC、スマートフォン）
も含む）に関する項目 

15 生活リズム 

１日及び１週間の生活リズム・過ごし方、日常
的な活動の程度（活動の内容・時間、活動量
等）、休息・睡眠の状況（リズム、睡眠の状況
（中途覚醒、昼夜逆転等）等）に関する項目 

16 排泄の状況 

排泄の場所・方法、尿・便意の有無、失禁の状
況等、後始末の状況等、排泄リズム（日中・夜
間の頻度、タイミング等）、排泄内容（便秘や
下痢の有無等）に関する項目 

17 
清潔の保持に関す
る状況 

入浴や整容の状況、皮膚や爪の状況（皮膚や爪
の清潔状況、皮膚や爪の異常の有無等）、寝具
や衣類の状況（汚れの有無、交換頻度等）に関
する項目 

18 口腔内の状況 

歯の状態（歯の本数、欠損している歯の有無
等）、義歯の状況（義歯の有無、汚れ・破損の
有無等）、かみ合わせの状態、口腔内の状態
（歯の汚れ、舌苔・口臭の有無、口腔乾燥の程
度、腫れ・出血の有無等）、口腔ケアの状況に
関する項目 

19 食事摂取の状況 

食事摂取の状況（食形態、食事回数、食事の内
容、食事量、栄養状態、水分量、食事の準備を
する人等）、摂食嚥下機能の状態、必要な食事
の量（栄養、水分量等）、食事制限の有無に関
する項目 

13 認知 

日常の意思決定を行うための認知能力の程度に
関する項目 
 
 
  

14 
コミュニケーショ
ン能力 

意思の伝達、視力、聴力等のコミュニケーショ
ンに関する項目 
 
 
 
  

15 社会との関わり 

社会との関わり（社会的活動への参加意欲、社
会との関わりの変化、喪失感や孤独感等）に関
する項目 
  

16 排尿・排便 

失禁の状況、排尿排泄後の後始末、コントロー
ル方法、頻度などに関する項目 
 
  

17 
褥そう・皮膚の問
題 

褥そうの程度、皮膚の清潔状況等に関する項目 
 
 
  

18 口腔衛生 

歯・口腔内の状態や口腔衛生に関する項目 
 
 
 
 
  

19 食事摂取 

食事摂取（栄養、食事回数、水分量等）に関す
る項目 
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20 社会との関わり 

家族等との関わり（家庭内での役割、家族等と
の関わりの状況（同居でない家族等との関わり
を含む）等）、地域との関わり（参加意欲、現
在の役割、参加している活動の内容等）、仕事
との関わりに関する項目 

21 家族等の状況 

本人の日常生活あるいは意思決定に関わる家族
等の状況（本人との関係、居住状況、年代、仕
事の有無、情報共有方法等）、家族等による支
援への参加状況（参加意思、現在の負担感、支
援への参加による生活の課題等）、家族等につ
いて特に配慮すべき事項に関する項目 

22 居住環境 

日常生活を行う環境（浴室、トイレ、食事をと
る場所、生活動線等）、居住環境においてリス
クになりうる状況（危険個所の有無、整理や清
掃の状況、室温の保持、こうした環境を維持す
るための機器等）、自宅周辺の環境やその利便
性等について記載する項目 

23 
その他留意すべき
事項・状況 

利用者に関連して、特に留意すべき状況（虐
待、経済的困窮、身寄りのない方、外国人の
方、医療依存度が高い状況、看取り等）、その
他生活に何らかの影響を及ぼす事項に関する項
目 

 

20 問題行動 

問題行動（暴言暴行、徘徊、介護の抵抗、収集
癖、火の不始末、不潔行為、異食行動等）に関
する項目 
 
  

21 介護力 

利用者の介護力（介護者の有無、介護者の介護
意思、介護負担、主な介護者に関する情報等）
に関する項目 
 
 
  

22 居住環境 

住宅改修の必要性、危険個所等の現在の居住環
境について記載する項目 
 
 
 
  

23 特別な状況 

特別な状況（虐待、ターミナルケア等）に関す
る項目 
 
 
  

 

 


